要綱改正新旧対照表

	新
	旧

	（附則）（省略）

２　この要綱は、平成32年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第４号及び第７号、第７条、第８条第３項及び第４項並びに第11条から第13条までの規定は、同日以降もなおその効力を有する。

（省略）

 (附則)

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

(附則)

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

(附則)

この要綱は、平成27年４月20日から施行し、同月１日から適用する。

(附則)

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

(附則)

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
(附則)

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
(附則)

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

別表第１（第３条、第６条関係）

対象事業
経費区分
内　容
補助率
通

常

事

業
(１)　協会事業費

①県民主体の国際交流・協力活動の促進

各種分野での民間国際交流団体等を育成し、その活動を活性化するために要する経費
定　額
②国際交流・協力活動等の情報の収集及び提供
高知県内外の国際交流・協力活動の情報を提供・強化するために要する費用

定　額
③民間国際交流・協力団体活動の促進
民間の国際交流・協力関係団体との連携や助成等を行うために要する経費
２分の１以内
④在住外国人との共生
研修生及び留学生を含めた県内在住の外国人が、快適でゆとりのある生活ができるための支援に要する経費
２分の１以内
地震対策を行うために要する経費
定　額
⑤友好姉妹都市交流の推進
高知県と友好交流等提携先との交流推進を行う民間団体への間接補助金の交付に要する経費
間接補助金の
補助対象経費の
２分の１以内
高知県と友好交流等提携先の学生等交流推進に要する経費
定　額
⑥海外県人会活動への支援
海外県人会活動の支援に要する経費
定　額
(２)　協会管理費

①人件費
役員報酬、職員の給料（県からの派遣を除く。）、各種手当、共済負担金等に要する経費
定　額
②一般管理費
事務所の賃借料、光熱水費、各種手数料等に要する経費
③退職給与引当金
職員の退職金を確保するために要する経費

	（附則）（省略）

２　この要綱は、平成31年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第４号及び第７号、第７条、第８条第３項及び第４項並びに第11条から第13条までの規定は、同日以降もなおその効力を有する。

（省略）

 (附則)

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

(附則)

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

(附則)

この要綱は、平成27年４月20日から施行し、同月１日から適用する。

(附則)

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

(附則)

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
(附則)

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
別表第１（第３条、第６条関係）

対象事業

経費区分

内　容

補助率

通

常

事

業

(１)　協会事業費

①県民主体の国際交流・協力活動の促進

各種分野での民間国際交流団体等を育成し、その活動を活性化するために要する経費

定　額

②国際交流・協力活動等の情報の収集及び提供

高知県内外の国際交流・協力活動の情報を提供・強化するために要する費用

定　額

③民間国際交流・協力団体活動の促進

民間の国際交流・協力関係団体との連携や助成等を行うために要する経費

２分の１以内

④在住外国人との共生

研修生及び留学生を含めた県内在住の外国人が、快適でゆとりのある生活ができるための支援に要する経費

２分の１以内

地震対策を行うために要する経費

定　額

⑤友好姉妹都市交流の推進

高知県と友好交流等提携先との交流推進に要する経費

補助する額の

２分の１以内

高知県と友好交流等提携先の学生等交流推進に要する経費
定　額
⑥海外県人会活動への支援

海外県人会活動の支援に要する経費

定　額
(２)　協会管理費

①人件費

役員報酬、職員の給料（県からの派遣を除く。）、各種手当、共済負担金等に要する経費

定　額

②一般管理費

事務所の賃借料、光熱水費、各種手数料等に要する経費

③退職給与引当金

職員の退職金を確保するために要する経費




